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今 週 の 専 門 用 語

男女間賃金格差

少額の減価償却資産
　法人が事業の用に供した減価償却資産で使用可能期間が1年未満であるもの又は取
得価額が10万円未満であるものをいう。「使用可能期間が1年未満」とは、法定耐
用年数ではなく、その法人の営む業種において一般的に消耗性のものと認識され、か
つ、その法人の平均的な使用状況、補充状況などから1年未満であるものをいう。取
得価額の損金算入制度は損金経理が要件となっており、いったん資産に計上したもの
をその後の事業年度で一時に損金経理をしても損金算入できない。

売却時控除
　居住用財産を売却した場合、所有期間の長短に関係なく譲渡所得から最高3,000
万円まで控除ができる特例のこと（居住用財産を譲渡した場合の3,000万円の特別
控除の特例）。前年又は前々年に、同特例や居住用財産の買換え特例、居住用財産の
買換えの場合の譲渡損失の損益通算・繰越控除の特例などを受けていないことが要件
となる。なお、入居した年、その前年又は前々年に、居住用財産を売却した場合の特
例の適用を受けた場合には、住宅ローン控除の適用を受けることができない。

　今年7月8日に施行された改正女性活躍推進法により、同法施行後「最初に終了
する事業年度」の実績を翌事業年度の開始後概ね3か月以内に公表する必要がある。

「全労働者」「正規雇用労働者」「非正規雇用労働者」ごとに、「女性労働者の賃金の平
均／男性労働者の賃金の平均」を割合（%）で表示する。女性活躍推進法上、改正開
示府令案で開示対象となった3項目のうち女性管理職比率、男性の育児休業取得率の
公表は選択制だが、男女賃金格差は必須であり、有報でも必須開示項目となる。
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◆政府税調は、税に対する公平感を大きく損なうため早
期に対応が必要な事例として、高額の利益・連年利益が
あるにもかかわらず無申告の事例を示した。◆いわゆる

「ことさら過少」の最高裁平成7年判決は、上告人が3箇
年にわたって多額の雑所得をあえて申告書に全く記載し

なかった点、最高裁平成6年判決は、3年間にわたり極めてわずか
な所得金額のみを作為的に記載した申告書を提出し続けた点を指摘
している。◆税務調査時の虚偽答弁等は重加事務運営指針に取り込
まれているところだが、重加賦課の判断基準として、「年数」「申告
額の程度」が明示されるか、R5改正の議論に注目したい。� （TN）
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